
（平成２１年４月２２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 19 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 21 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 11 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 947 

 

第 1 委員会の結論 

申立人の昭和 37年９月から 38年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年９月から 38年３月まで 

私が 20 歳になった時に、父親がＡ町役場で国民年金に加入手続をしてく

れた。 

満 20 歳の誕生日から結婚するまでの間、Ａ町役場で保険料を納めたので

心配無いと、父親がいつも口癖のように言っていた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除き、国民年金の加入期間である 34 年１か月間の国

民年金保険料をすべて納付している。 

   また、申立期間当時、申立人の国民年金保険料を納付していたとするその父

親は、国民年金制度発足の昭和 36 年４月から国民年金に加入し、国民年金の

加入期間である５年２か月間の保険料をすべて納付しており、保険料の納付意

識は高かったものと考えられる。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 38 年９月に払い出されて

おり、その時点で申立期間は過年度分として納付可能な期間であり、当時、Ａ

町では、過年度分の納付書を交付していた可能性があったとしている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 948 

            

第１ 委員会の結論                              

           申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 37 年３月までの期間及び

38年４月から 39年３月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等                              

１ 申立人の氏名等 

      氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 37年３月まで 

             ② 昭和 38年４月から 41年３月まで 

    社会保険事務所に記録照会したところ、実家の両親が保険料を納付して

くれていた記録があった。国民年金制度発足当時、実家を離れていたが、

住民票は異動していなかったので、両親が加入手続をしてくれたものであ

り、実家に同居していた兄妹の分と併せて、両親が他の期間も納付してく

れていたと思うので記録の訂正を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 35年 10月にＡ町で国民年金被保険者資格を取得し、申立

人の母親及び当時、両親と同居していた兄妹と連続番号で国民年金手帳記号

番号の払出しを受け、38年 11月にＢ町に住所変更手続をしているが、結婚

による氏名変更手続が行われていないことから 46 年８月に不在決定されて

いること、41 年５月の結婚と同時期に国民年金の加入手続をし、夫婦連続

番号で改めて国民年金手帳記号番号が払い出されていることが社会保険庁

の記録から確認できる。 

   また、申立期間当時、申立人及び両親と同居していた兄の国民年金保険料

を納付していたと主張する申立人の母親は、国民年金制度発足当時の昭和

36年４月から 12年間すべての保険料を納付しており、保険料の納付意識は

高かったものと考えられる。 

   さらに、社会保険事務所への記録照会により統合された昭和 37 年４月か

ら 38 年３月までの申立人の納付記録は、申立人の兄の納付日と同一日に保

険料が納付されていることがＡ町の被保険者名簿から確認でき、申立人の母



親及び兄が申立期間について保険料を納付していることを踏まえると、申立

人の国民年金保険料も納付したものと考えるのが自然である。 

   しかしながら、Ａ町の被保険者名簿から、申立人の兄は、昭和 38 年４月

から同年９月までの期間の保険料を同年７月 19日に、38 年 10月から 39年

３月までの期間の保険料を 38年 10月 14日に納付していることが確認でき、

申立人は、38 年 11 月 10 日にＢ町への住所変更手続をしていることから、

Ａ町で昭和 38年度の保険料は納付できるものの、39年度以降の保険料は納

付することはできない上、申立人は結婚前に自分の保険料を納付した記憶は

無いとしている。 

加えて、昭和 39 年４月から 41 年３月までの期間の保険料は、41 年 5 月

に払い出された国民年金手帳記号番号で過年度分の保険料として納付可能

な期間であるが、申立人は、結婚後、国民年金保険料については申立人の分

のみを納付したことは無いとしており、夫の分も含めて二人分納付していた

と主張しているところ、申立人及びその夫の国民年金手帳の検認印から夫婦

は同一日に納付していることが確認できるが、39年４月から 41年３月まで

の期間は夫も未納記録となっている。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 36年４月から 37年３月までの期間及び 38年４月から 39年 3月までの

期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 949 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等   

氏    名  :  女 

基礎年金番号  :   

生  年 月 日  :  昭和 15年生 

住     所  :   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 38 年４月から 39年３月まで 

昭和 38 年度の国民年金保険料を完納しているにもかかわらず、昭和 40

年２月ごろに還付される理由が無い。還付通知書を見たことも無く、還付金

を受け取った覚えも無いことから、還付したとされていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金加入記録では、昭和 40 年３月 20 日の時点で 38 年４月７

日にさかのぼって資格喪失されたことを理由に、現年度保険料として納付済み

であった申立期間の保険料が還付されたこととなっている。この資格喪失につ

いては、申立人が 38年４月 20日に婚姻したことで、それまで強制加入であっ

た申立人について、任意加入の届出がなされていなかったことにより、事務処

理されたものと考えられるが、60 年法改正前の国民年金法附則第６条の２の

規定では、強制加入被保険者である者が任意加入被保険者となった日の属する

月後における最初の４月までに保険料を納付した場合は、任意加入の届出が無

かったとしても、任意加入被保険者とみなされることになっている。 

一方、申立人には、国民年金の資格喪失手続及び保険料の還付手続を行った

記憶が無いなど、これらの手続が申立人によって行われたことをうかがわせる

事情は見当たらないほか、特殊台帳に記載されている喪失年月日(昭和 38年４

月７日)が戸籍の婚姻日(昭和 38 年４月 20 日)より以前に資格喪失とされてい

ることは不合理であること、及び前述の国民年金法附則第６条の２の規定によ

り、申立人は申立期間において資格喪失とされる状況には無かったと認められ

ることを併せて判断すると、申立期間は国民年金の被保険者期間であり、申立



期間の国民年金保険料については納付済みとするのが妥当である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 950 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年６月から 43年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  :  男 

基礎年金番号  :   

生  年 月 日  :  大正 14年生 

住     所  :  

 

２  申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42年６月から 43年３月まで 

昭和 45年 10月５日に、41年８月までさかのぼって夫婦二人分の国民年

金加入手続を行い、それまでの国民年金保険料を一括納付した。46年２月

２日に、役所の窓口で一括納付した金額に不足があったと言われたので、追

加の保険料を納付した。 

その時の納付書・領収証書があり、その納付書・領収証書には不足分の納

付についてメモ書きがあるので、納付事実を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45年 10月５日に 41年８月から 45年３月までの夫婦二人分

の国民年金保険料をさかのぼって納付したとしているところ、申立人が所持す

る 45 年 10 月５日付け納付書・領収証書には、納付期間が「昭和 41 年８月分

から 45年３月分、44月間」と記載されており、当時未納であった期間が正し

く記載されている。 

また、前述の納付書・領収証書に記載された保険料額は第１回特例納付期間

であるにもかかわらず、すべての未納期間について、現年度で算出した保険料

額が記載されていることから、本来納付すべき特例納付及び過年度の保険料額

を算出する際に、行政側の事務処理に誤りがあったことが確認できる。 

さらに、申立人は納付期間が「昭和 42 年１月分から同年３月分の国民年金

保険料の不足分」と記載された昭和 46 年２月２日付けの納付書・領収証書を

保管しており、申立人夫婦には、申立期間を含む未納保険料すべてを納付する

意思が有ったことは明らかであることから、納付した金額に不足があれば、そ

の差額は当然納付していたものと考えるのが自然である。 

加えて、申立期間は 10 か月と短期間である上、申立期間を除き、申立人夫



婦は国民年金加入期間について保険料をすべて納付していることを踏まえる

と、申立期間のみが未納となっているのは不自然である。 

なお、申立人が主張する昭和 45年 10月５日付け納付書・領収証書の余白に

記載されているメモ書きについては、申立人の所持する国民年金手帳の印紙検

認記録から、当該メモ書きは申立期間に係るものではなく、昭和 45 年度の保

険料を 46年２月２日に納付したものであると判断できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 951 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年６月から 43年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  :  女 

基礎年金番号  :   

生  年 月 日  :  昭和４年生 

住     所  :  

 

２  申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42年６月から 43年３月まで 

昭和 45年 10月５日に、41年８月までさかのぼって夫婦二人分の国民年

金加入手続を行い、それまでの国民年金保険料を一括納付した。46年２月

２日に、役所の窓口で一括納付した金額に不足があったと言われたので、追

加の保険料を納付した。 

その時の納付書・領収証書が有り、その納付書・領収証書には不足分の納

付についてメモ書きがあるので、納付事実を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45年 10月５日に 41年８月から 45年３月までの夫婦二人分

の国民年金保険料をさかのぼって納付したとしているところ、申立人が所持す

る 45 年 10 月５日付け納付書・領収証書には、納付期間が「昭和 41 年９月分

から 45年３月分、43月間」と記載されているが、社会保険事務所が保管する

特殊台帳には、申立期間を除く 41年８月から 45年３月までの国民年金保険料

を 45年 10月５日に納付したと記録されていることから、当時未納であった期

間を行政側が記載誤りしたことが確認できる。 

また、前述の納付書・領収証書に記載された保険料額は第１回特例納付期間

であるにもかかわらず、昭和 41 年８月からのすべての未納期間について、現

年度で算出した保険料額が記載されていることから、本来納付すべき特例納付

及び過年度の保険料額を算出する際に、行政側の事務処理に誤りがあったこと

が確認できる。 

さらに、同時に手続をしたとする申立人の夫について、本来納付すべき保険

料額を算出する際に事務処理に誤りがあったことが確認できる上、申立人の夫

は不足分と記載された昭和 46 年２月２日付けの納付書・領収証書を保管して



いることから、申立人夫婦には、申立期間を含む未納保険料をすべて納付する

意思が有ったことは明らかであり、納付した金額に不足があれば、その差額は

当然納付していたものと考えるのが自然である。 

加えて、申立期間は 10 か月と短期間である上、申立期間を除き、申立人夫

婦は国民年金加入期間について保険料をすべて納付していることを踏まえる

と、申立期間のみが未納となっているのは不自然である。 

なお、申立人が主張する昭和 45年 10月５日付け納付書・領収証書の余白に

記載されているメモ書きについては、申立人の所持する国民年金手帳の印紙検

認記録から、当該メモ書きは申立期間に係るものではなく、昭和 45 年度の保

険料を 46年２月２日に納付したものであると判断できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 952   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年 11月から 48年 10月までの国民年金保険料については、 

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 女     

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 22年生 

        住    所  ：   

                  

    ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間 ： 昭和 46年 11月から 48年 10 月まで 

 昭和 46年７月に結婚し、同年 11月ごろ、実父に国民年金の加入を勧めら

れたことから、当時、Ａ市Ｂ区役所において、国民年金の加入手続を行った。 

国民年金保険料は、最初の１か月分は、加入手続を行った時に同区役所の

窓口において納付し、その後は、自宅においてＡ市の集金人に納付した。 

社会保険事務所に国民年金の加入状況について照会したところ、国民年金

の加入手続を行った当初の２年間について、加入記録及び保険料の納付記録

が無いとの回答であった。 

    申立期間について、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金に任意加入した経緯について、実父から加入を勧められ

たためであるとし、また、加入手続を行った時期については、昭和 47 年４月

に誕生する長男のつわりが落ち着いた 46年 11月ごろであったとしており、国

民年金の加入経緯及び加入時期についての記憶が明確である。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続を行った場所について、昭和 46年 11

月、Ａ市Ｂ区役所において、手続を行ったとしているところ、当時、Ａ市Ｂ区

役所の前身であるＡ市Ｃ支所が同所に所在していたことが確認でき、申立人が

国民年金の加入手続を行うことが可能であった上、申立人が記憶する納付金額

及び納付方法も当時の状況と一致する。 

   さらに、社会保険事務所の記録では、申立人の国民年金の任意加入の資格取

得日は、昭和 48 年 11 月 25 日とされているが、同日は日曜日であり、申立人

が、同日、国民年金の任意加入の手続を行うことはできなかったものと考えら



れ、申立人の国民年金の資格取得日に不自然な点が認められる。 

加えて、社会保険事務所の払出簿では、申立人が現在所持する国民年金手

帳記号番号について、申立人の氏名が誤って記載されており、これらの状況

を踏まえると、申立人の申立期間に係る納付記録についても、誤って管理さ

れていた可能性を否定できない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 953 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 38年２月から 48年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 38年２月から 48年３月まで 

昭和 48年 10月ごろ、夫が、当時経営していた飲食店兼自宅において、Ａ

市の国民年金保険料の集金人を通じ、夫と私の国民年金の加入手続を行った。 

その時、保険料の集金人から過去 10 年分の保険料をさかのぼって納付し

なければならないと言われたため、夫が、夫と私の二人の過去 10 年分の保

険料をまとめて一括納付した。 

その後の保険料は、夫婦の保険料をまとめて、集金人に納付した。 

社会保険事務所の納付記録では、夫が一括納付した保険料のうち、夫の保

険料は納付済みとなっているが、私の保険料は未納となっていた。 

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金保険料を一括納付したと主張する時期は、特例納付の実施

時期ではないが、管轄の社会保険事務局によると、当時、管内の社会保険事務

所では、第１回の特例納付による保険料の納付を認める運用を行っていたとし

ており、申立人及びその夫が、申立期間の保険料を一括納付することは可能で

あった。 

また、申立人の夫が一括納付したと考えられる金額は、申立人及びその夫が、

申立期間の保険料を第１回の特例納付において保険料を一括納付した場合の

金額とほぼ一致している上、夫については、申立期間の保険料が納付済みとな

っている。 

さらに、 保険料の納付月が確認できる昭和 48年度及び 51年度から 59年度

までの期間の保険料は、夫婦同一月に納付されており、申立人及びその夫は、

基本的に一緒に保険料を納付していたものと考えられ、夫が夫婦二人分の保険



料を納付していたとの供述は信用できる。 

加えて、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号は、一度払い出された後

取り消され、別の国民年金手帳記号番号が払い出されているほか、夫の申立期

間に係る納付記録についても訂正されており、申立人夫婦の国民年金の加入手

続及び申立期間に係る保険料の納付記録について、社会保険事務所の事務処理

に過誤があった状況がうかがえる。 

その上、申立人は、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付している

上、申立人の夫は、申立人の申立期間も含め、保険料を完納しており、申立人

及びその夫は、納付意識が高かったものと認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 954 

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 51 年６月及び同年７月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年６月及び同年７月 

年金記録を確認したところ、申立期間について国民年金保険料の納付の事

実が確認できないとの回答であったが、私は国民年金制度が始まって以降国

民の義務として加入し保険料を納付してきており、昭和 45 年４月から 48

年 12月まで会社に勤務していた間は厚生年金保険に加入していた。 

昭和 49年１月以降は国民年金に再加入し、60歳到達時まできちんと年金

保険料を納付していた。申立期間当時は、役場の窓口で自分が夫の保険料と

併せて数月分をまとめて納付書で納付していたので、私だけが未納とされて

いることには納得できない。なお、申立期間はどこへも勤務していなかった

ので、国民年金未加入となっていることは理解できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその夫は、昭和 39 年２月以前に国民年金手帳記号番号を連番で

取得し、申立人は、申立期間と厚生年金保険加入期間を除き国民年金保険料の

未納期間が無い上、申立人の夫も 36年４月から 60歳到達月まで国民年金加入

期間の保険料をすべて納付している。 

また、申立人及びその夫は、国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）の

記録から、昭和 50 年 10 月及び同年 12 月に特例納付し、それ以前の未納期間

をすべて解消していることが確認でき、夫婦共に納付意識が高かったものと認

められる。 

さらに、申立期間当時、夫婦の国民年金保険料の納付は、妻である申立人が

担当しており、納付年月が判明している申立期間前後の昭和 50年４月から 60

年３月までの夫婦の記録は申立期間を除き全く同一であることから、申立人が

申立期間２か月分の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 



加えて、申立人の国民年金被保険者台帳には、昭和 51 年６月１日に資格喪

失、同年８月１日に資格取得した記録があり、申立期間は国民年金未加入期間

であるが、申立人は資格喪失届及び資格取得届を提出した記憶が無い上、社会

保険庁の記録にも厚生年金保険の加入記録が見当たらないなど、当時、専業主

婦であった申立人が国民年金の被保険者資格を喪失する理由が見当たらない

ことから、社会保険庁の記録は不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 955 

 

第１ 委員会の結論                              

申立人の昭和 50年９月及び同年 10月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

   氏    名 ： 男         

   基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年９月及び同年 10月 

昭和 37 年２月から国民年金に加入し、国民年金保険料は前納により納付

してきた。 

昭和 50 年４月から会社勤めをし厚生年金保険に加入したが、同年９月に

辞めたので国民年金への切替手続を行い、家業の農業に従事した後、同年

11月から再び会社勤めを始めて厚生年金保険に再加入した。 

しかし、昭和 51 年２月に 50 年４月から 51年６月までの保険料が還付さ

れた際に申立期間の保険料も含まれていたことが、最近判明した。 

本来であれば、申立期間の保険料は納付済みとして、そのままにしておく

べきであったのに、還付されたことによって未加入期間とされてしまったの

で、この期間を保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ町が保管する国民年金保険料の納付記録及び社会保険事務所が保管する

特殊台帳（マイクロフィルム）により、申立人は、昭和 50年４月から 51年６

月までの国民年金保険料を納付していることが確認できるとともに、当該特殊

台帳により、51年２月 15日の時点で同期間（15か月間）の保険料が、すべて

還付されたことが確認できる。 

しかしながら、社会保険庁のオンライン記録から、申立人は、昭和 50 年４

月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年９月 13 日に同資格を喪失

後、同年 11月１日に厚生年金保険被保険者資格を再取得したことが確認でき、

同年４月から同年８月までの期間及び同年11月から51年６月までの期間が重

複納付期間となることから、当該期間が、本来の国民年金保険料還付処理期間

であると認められるが、厚生年金保険被保険者期間でなかった申立期間につい



ては、国民年金の強制被保険者期間となるべき期間であり、還付処理を行って

はならない期間である。 

また、昭和 51 年２月に行われた還付手続では、当該強制被保険者期間につ

いても還付が行われ、その結果、申立期間が未加入期間とされてしまっている。 

さらに、国の国民年金保険料徴収権は、その後２年間は消滅しないにもかか

わらず、この間に記録を訂正する手続が行われた形跡も認められない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



北海道厚生年金 事案 836 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に

係る記録及び同社Ｃ支店における資格取得日に係る記録を昭和 30 年５月 20

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 9,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年５月１日から同年６月 16日まで 

昭和 30 年５月 20 日付けでＡ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に転勤となったが、

厚生年金保険被保険者記録では、同社Ｂ支店で同年５月１日に資格喪失し、

同社Ｃ支店で同年６月 16 日に資格取得となっている。支店間を異動しただ

けであり、継続して勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の人事発令通知の写し及び同僚等の供述から判断すると、申立人がＡ

社に継続して勤務し（昭和 30 年５月 20 日にＡ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

また、社会保険庁の記録では、Ａ社Ｂ支店における厚生年金保険の資格喪

失日は昭和 30 年５月１日となっているが、社会保険事務所が保管する当該

事業所の厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の資格喪失

日は同年５月 20日となっていることが確認できる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｃ支店にお

ける昭和 30 年６月の社会保険事務所の記録から、9,000 円とすることが妥当

である。 

   また、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ



いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   さらに、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 837 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 37 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を２万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年３月 31日から同年４月１日まで 

昭和 25 年 10 月 10 日から平成２年６月 30 日まで、Ａ社の社員として継

続勤務しており、給与から厚生年金保険料が控除されていた。 

社会保険庁へ厚生年金保険の加入記録について照会したところ、Ａ社Ｃ

支店での勤務期間が１か月不足していた。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び事業主から提出された異動の日付が確認でき

る職員台帳により、申立人は昭和 25 年 10 月 10 日から平成２年６月 30 日ま

でＡ社に継続勤務し（昭和 37 年４月１日にＡ社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｃ支店及び

同社Ｄ支店における申立期間前後の社会保険事務所の記録から、２万 8,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としているが、確認できる関連資料及び周辺事情は無いものの、

厚生年金保険被保険者資格喪失届の作成に当たり、資格喪失日の記載を誤っ

たと回答していることから、事業主が昭和 37 年３月 31 日を資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの



の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 838 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33年３月 21日から 35年５月 21 日まで 

国民年金記録の確認で社会保険事務所へ行ったところ、申立期間につい

て脱退手当金が支給されていると回答があった。 

しかしながら、当時は入院中で手続を行うことができなかった上、脱退

手当金を受け取った記憶は無いので、厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

ⅰ）申立期間に係る事業所が、「本人から脱退手当金の受給希望があった

場合のみ、請求手続を行い、事業所が独自に作成していた厚生年金加入者名

簿の備考欄に「退職時脱退手当金請求」と記載していたが、申立人が記載さ

れている部分の備考欄には「５/20 本人へ手渡す」と記載されているので、

申立人には厚生年金保険被保険者証だけを渡し、会社では脱退手当金の請求

はしていない。」と回答していることと、ⅱ）社会保険事務所が保管する当

該事業所の被保険者名簿において、申立人が記載されているページと前後５

ページに記載されている女性被保険者のうち申立人の厚生年金保険被保険者

資格喪失日の前後４年以内に資格喪失した者で２年以上の被保険者期間のあ

る者は 43 人おり、そのうち 34 人に支給記録が確認でき、そのうち連絡の取

れた者５人のうち二人は、脱退手当金を請求するために社会保険事務所に行

った記憶があると供述していることを併せて判断すると、申立人について事

業主が代理請求したとは考え難い。 

また、申立人は申立期間に係る事業所を退職後、間もなくして国民年金制

度発足当初から国民年金に加入し、国民年金保険料を 25 年６か月間納付し

ている上、その後も厚生年金保険及び国民年金に継続して加入していること



を踏まえると、当時脱退手当金を請求する意思を有していたとは認め難い。 

さらに、申立人は、「病気のため退職する１か月前から３か月間入院して

おり、その間事業所と直接接触していない上、その後も３か月間の自宅療養

を経て更に６か月間も再入院したので、手続ができる状態ではなかった。」

と供述しているところ、その当時の同僚が「申立人は退職する前に入院して

いた、私は面会に行った記憶がある。」と供述していることを踏まえると、

脱退手当金の請求手続を行うことができなかったとする申立内容について信

ぴょう性が認められる。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 839 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における

資格取得日に係る記録を昭和 37 年 12 月 26日に訂正し、申立期間①の標準報

酬月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 12月 26日から 38年１月 25日まで 

         ② 昭和 43年３月 31日から同年４月１日まで 

申立期間①については、昭和 37 年 12 月 26日付けでＡ社Ｃ営業所から同

社本社へ異動したが、厚生年金保険の被保険者記録では、同年 12 月 26 日

付け同社Ｃ営業所資格喪失、38 年１月 25 日付け同社本社資格取得となっ

ている。本社、営業所間を異動しただけであり、継続して勤務していた。 

申立期間②については、Ａ社本社を昭和 43 年３月 31 日付けで退職した

と記憶しているが、厚生年金保険の被保険者記録では、同年３月 31 日資格

喪失となっている。 

両申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①については、社員名簿及び雇用保険の記録から判断すると、申

立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 37 年 12 月 26 日付けでＡ社Ｃ営業所か

ら同社本社に異動）、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における

昭和 38 年１月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000 円とすることが妥当

である。 



   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

 ２ 申立期間②については、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、厚

生年金保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

   また、Ｂ社人事部によると、申立期間②当時、自己都合退職者の退職日は、

申出の最終営業日を退職日とする慣例の存在を示唆しており、申立人が当該

事業所における自己の退職日と主張する昭和 43 年３月 31 日は日曜日であり、

この慣例からすると、申立人に係る退職日は、最終営業日である同年３月 30

日であることが推認される。 

   さらに、当該事業所における申立人の雇用保険の被保険者記録では、離職

日が昭和 43 年３月 30 日となっており、当該事業所人事部の供述と符合する。 

   加えて、社会保険事務所が保管する当該事業所の厚生年金保険被保険者原

票において、申立期間前後に厚生年金保険被保険者資格を月末日に喪失して

いる者 27 人の記録を確認したところ、全員が、当該事業所における就業規則

において休業日と規定される日曜日か 12月 31日であった。 

   その上、上述の 27 人のうち連絡の取れた退職に伴う厚生年金保険の被保険

者資格喪失者８人について、６人は具体的な退職日の記憶は無かったが、退

職及び厚生年金保険被保険者資格喪失の時期について、誤りは無かったと述

べており、二人は退職する月の月末最終営業日まで勤めて退職したと記憶し

ていると供述している。 

   このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 840 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ社における資格取得日は、昭和 40 年６月１日、資格喪失日は

41 年７月１日であると認められることから、申立期間に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万 4,000 円とすることが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

        住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年６月１日から 41年７月１日まで 

昭和 40 年６月１日から 41 年６月 30 日まで、Ａ社Ｂ工場に勤務していた。

Ａ社の正式名称は記憶していないが、同事業所から郵送されたはがきがあ

り、内容が健康保険証に関することなので、厚生年金保険にも加入してい

たはずである。 

厚生年金保険料控除の事実が確認できる資料等は無いが、申立期間につ

いて厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所のＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者

名簿」という。）によれば、申立人と生年及び名前の表記が相違する（「昭

和 11 年」生まれが「昭和 14 年」生まれに、「Ｃ」が「Ｄ」になってい

る。）被保険者記録が確認できるとともに、その資格取得日は昭和 40 年６月

１日、資格喪失日は 41年７月１日とされている。 

また、当該記録は、被保険者名簿に記載されている厚生年金保険の記号番

号が xxxx-xxxxxx となっており、申立人の記号番号（yyyy-yyyyyy）と相違し

ていることから社会保険庁のオンライン記録には収録されていないが、ⅰ）

申立人が当該事業所に勤務していたことが確認できる当該事業所からのはが

きを所持していること、ⅱ）申立人は、就職が有利になるように、自分の生

年月日を昭和 14 年Ｅ月Ｆ日として届け出たとしており、申立人が所持してい

る厚生年金保険被保険者証及び失業保険被保険者証の生年月日も同日になっ



ていること、ⅲ）厚生年金保険被保険者証払出簿によると、yyyy-yyyyyy は

申立期間前にＧ社において払い出された申立人の番号であり、xxxx-xxxxxx

は別人の番号とされているが、申立人が所持する厚生年金保険被保険者証に

おいて申立人の記号番号は yyyyy-yyyyyy であることが確認できることから判

断すると、社会保険事務所が申立事業所の被保険者名簿に記号番号を転記す

る際に誤ったものと考えられ、当該記録は申立人の未統合の厚生年金保険被

保険者記録と推認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人について昭和 40 年６月１

日に厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出、及び 41 年７月１日に被

保険者資格を喪失した旨の届出を行い、申立人の給与から申立期間に係る厚

生年金保険料を控除していたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、今回統合する被保険者名簿の

記録から、１万 4,000円とすることが必要である。 



北海道厚生年金 事案 841 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 37 年６月１日、資格喪失日に係る記録を同年 11 月１日とし、申立

期間の標準報酬月額を、２万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 10年生 

        住    所 ：  

 

  ２ 申立期間の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年６月１日から同年 11月１日まで 

昭和 33 年４月１日にＡ社に入社しＢ部に配属された後、35 年 10 月１日

に同社Ｃ支店の開設に伴い転勤したが、37 年６月１日に本社Ｂ部へ戻った。

同年秋に本社が移転したが、移転するまでの間の年金記録が欠落している。

平成７年７月 31 日に退職するまで、継続してＡ社関連の会社で勤務してい

たので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出のあった異動辞令簿の写し、Ｄ健康保険組合の加入記録、雇

用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述により、申立人がＡ社に申立期

間において継続して勤務していたことが認められる（昭和 37 年６月１日にＡ

社Ｃ支店Ｅ部から同社本社Ｂ部に異動）。 

また、当該事業主に照会したところ「申立期間について、申立人は本社Ｂ

部に勤務していたことは間違いなく、給与から厚生年金保険料を控除してい

なかったことは考えられない。」と述べている。 

さらに、申立人の供述等からＢ部で一緒に勤務していたことが確認できる

同僚５人及び異動辞令簿から申立人と同日に同社本社Ｂ部からＦ支店Ｇ部に

異動となった申立人の前任者の社会保険事務所の記録を確認したところ、申

立期間は全員が厚生年金保険に継続して加入している。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社本社におけ

る昭和 37 年 11 月の社会保険事務所の記録から、２万 4,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は当時の書類等が残されていないためこれを確認できないことから不明

としているが、申立期間の厚生年金保険被保険者名簿に欠番が見当たらない

ことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたことは考え難い上、

仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、

その後被保険者資格の喪失届も提出されていると思われるところ、いずれの

機会においても、社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いこと

から、事業主から当該社会保険事務所への資格の得喪に係る届出は行われて

おらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 37 年６月から同年

10 月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 842 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社(現在は、Ｂ社）Ｃ出張所にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 44 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を５万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年８月 31日から同年９月１日まで 

昭和 44 年９月１日付けで、Ａ社Ｃ出張所から同社本社に異動したが、社

会保険庁の記録によれば、43 年８月については厚生年金保険に未加入とな

っている。 

厚生年金保険料が給与から控除されたことが確認できる給与明細書を保

管しているので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する給与明細書及びＢ社が保管する人事記録カードにより、

申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 44 年９月１日にＡ社Ｃ出張所から同社

本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ出張所におけ

る昭和 44 年７月の社会保険事務所の記録及び申立人が保管する同年８月分及

び９月分の給与明細書から、５万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資

格喪失日を昭和 44 年９月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所が

これを同年８月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同



日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 843 

            

第１ 委員会の結論                              

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、Ａ社Ｂ支店における申立人の被保険者記録

のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 32 年３月５日）及び資格取得日

（昭和 32 年６月 10 日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年３月５日から同年６月 10日まで 

昭和 19 年８月にＡ社に入社し、Ｃ業務等の担当者として 46 年３月まで

継続して勤務していたが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確

認できない。 

厚生年金保険料が給与から控除されていたことを示す給与明細書等は無

いが、申立期間について被保険者であったことを認めてほしい。 

(注） 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社Ｂ支店において昭和 30 年４月

１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、32 年３月５日に資格を喪失後、

同年６月 10 日に同支店において再度資格を取得しており、32 年３月から同

年５月までの申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、雇用保険の被保険者記録及びＡ社が保管する職歴情報概要から判

断すると、申立人が申立期間において同社に継続して勤務していたことが認

められる。 

また、当該職歴情報概要により、申立人は、申立期間においてはＡ社Ｄ事

業所に勤務していたことが確認できるところ、申立人の同僚が、「申立人は、



当時、Ｃ業務のＥ職として、Ａ社Ｂ支店から同社Ｄ事業所に長期出張してい

たものであり、社会保険の加入は同社Ｂ支店で継続しているはずである。」

と供述している上、同人の供述により、申立人と一緒にＣ業務のＥ職として

同社Ｂ支店から同社Ｄ事業所に長期出張していたことが判明した者は、社会

保険事務所の記録によると、申立期間について同社Ｂ支店において厚生年金

保険の加入記録が継続していることが確認できる。さらに、上述の同僚は、

「当時は、自分も申立人と同じ立場であり、Ｅ職として長期出張することが

多かった。」と供述しているところ、社会保険事務所の記録によると、同人

も申立期間当時、Ａ社Ｂ支店において厚生年金保険の加入記録が継続してい

ることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における

昭和 32 年２月及び同年６月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としているが、事業主から申立人に係る被保険者資格

の喪失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこ

れを記録することは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どお

りの資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、

申立期間に係る保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 844 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 30 年 12 月 30 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 4,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30年 12月 30日から 31年１月 10日まで 

昭和 30 年４月にＡ社に入社し、平成６年６月に退職するまで継続して同

社に勤務していたが、同社Ｂ営業所から研修のため同社Ｃ本社に異動した

申立期間について、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に同期入社し、申立人と同時に同社Ｃ本社で研修を受けたことが確認

された複数の同僚の供述から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し

（昭和 30 年 12 月 30 日に同社Ｂ営業所から同社Ｃ本社に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 31

年１月の社会保険事務所の記録から、１万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としているが、このほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行



ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 845 

 

第１ 委員会の結論 

     申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格取得日に

係る記録を昭和 35 年３月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000

円とすることが必要である。 

     なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年３月 21日から 36 年９月１日まで 

昭和 32 年４月１日にＡ社Ｂ支社に入社し、同社Ｃ事業所での養成期間を

経た後、35 年３月 21 日付けで同社Ｂ支社に配属されたが、定年が迫った

平成 12 年８月に、社会保険事務所で厚生年金保険の加入記録を確認したと

ころ、同支社に勤務した期間のうち、昭和 35 年３月 21 日から 36 年９月１

日までの期間について、同保険の加入記録が欠落していることが分かった。 

       給与明細書等の資料は無いが、定年まで離職したことは無いため、申立

期間について被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録、Ａ社Ｂ支社の人事記録及び当時の同僚の同事業

所における養成期間に係る具体的な供述から判断すると、申立人がＡ社に継

続して勤務し（昭和 35 年３月 21 日にＡ社Ｃ事業所から同社Ｂ支社に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ支社にお

ける昭和 36 年９月の社会保険事務所の記録から、8,000 円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としているが、申立人が昭和 35 年３月 21 日にＡ社Ｂ



支社において厚生年金保険被保険者資格を取得したとする届出や、その後に

事業主が行うべき２回の厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届などいず

れの機会においても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤るとは考

え難い。 

   これらを総合的に判断すると、事業主が昭和 36 年９月１日を申立人のＡ社

Ｂ支社における資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る 35 年３月から 36 年８月までの保険料の納入告知を行っておらず、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 



北海道国民年金 事案 956 

            

第１ 委員会の結論                              

申立人の昭和 36 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等                              

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

    結婚後は、妻が私の国民年金保険料を納付してくれていたが、結婚前は

実家の父が国民年金の加入手続をし、保険料を納付してくれていたかもし

れないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の父が申立人の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人自身は国民年金の加入手続及び

国民年金保険料の納付に関与しておらず、また、申立人の父も亡くなってい

ることから、国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、社会保険事務所の記録から昭

和 41年５月に夫婦連続番号で払い出されていることが確認でき、それ以前の

申立期間当時は国民年金に未加入であったと考えられる上、手帳記号番号が

払い出された時点では、申立期間のうち 36 年４月から 39 年３月までは時効

により納付できない期間であり、過年度分として納付可能な 39年４月から 41

年３月までの期間については、当時、申立人の保険料を納付していたとする

申立人の妻も未納記録となっている。 

   加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出され、保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



北海道国民年金 事案 957 

 

第１ 委員会の結論                              

申立人の昭和 40年８月から 53年３月までの期間及び 61年４月から 63年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： ① 昭和 40年８月から 53年３月まで 

            ② 昭和 61年４月から 63年３月まで 

国民年金の加入手続について、既に他界している父親が行っていたため時

期、場所、保険料の金額及び納付方法など全く分からない。 

申立期間に係る国民年金保険料の納付書や領収書は見たことが無いが、厳

格な父親であり、保険料は納付書で定期的に納付していたと記憶している。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の父親は平成 11 年１月に他界

している上、申立人自身は国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関

与していないため、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時期は、社会保険事務

所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿により、昭和 53 年５月ごろと確認

できることから、その時点で、申立期間①の保険料のほとんどは時効により納

付できない。 

さらに、申立期間②の期間については婚姻後の期間であるが、申立人の妻も

申立期間は未納となっている。 

加えて、申立人に対して、別の国民年金手帳記号番号が払い出され、保険料

が納付されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 958 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年３月から 60年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正 11年生 

        住    所  ：  

                   

    ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間 ： 昭和 57年３月から 60年３月まで 

昭和 36年８月に国民年金の任意加入手続を行い、満 60歳に達するまでの

約 20年間、国民年金保険料をすべて納付してきた。 

満 60 歳に達した昭和 57 年３月に国民年金の資格を継続する手続を行い、

60年４月に入院するまでの期間についても保険料を納付してきた。 

納付方法等は記憶に無いが、申立期間の国民年金保険料について納付事実

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

日本国内に居住する60歳以上65歳未満の者が国民年金に任意加入できる制

度が始まったのは昭和 61 年４月からであり、申立人は申立期間については、

制度上、国民年金の被保険者となり得ず、保険料を納付できない期間である。 

また、申立人は、「満 60 歳に達した昭和 57年３月に国民年金を継続する手

続を行い保険料を納付してきた。」とする一方、電話による補足調査において

は、「何の目的で区役所に行ったのか思い出せない。」と述べており、申立期間

に係る国民年金保険料の納付場所及び納付方法など、申立人から具体的な供述

は得られない。 

さらに、申立人が申立期間についての国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間について申立

人の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 959 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 39 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 12年生 

        住    所  ：  

                   

    ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年 10 月まで 

昭和 36年か 37年ごろ、Ａ市役所Ｂ出張所で国民年金加入手続を行い、保

険料も同出張所で納付した。婚姻を契機に 38 年に転居し引き続き管轄する

出張所で保険料を納付したと思う。国民年金印紙を購入し、国民年金手帳に

貼付
ちょうふ

したことを記憶している。 

申立期間について、自分が所持している国民年金手帳の国民年金印紙検認

台紙が切り取られ割印が押されている。申立期間の国民年金保険料の納付事

実を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に係る国民年金保険料納付の証拠と主張する国民年金手

帳の国民年金印紙検認台紙の切取線の割印は、当時、「国民年金市町村事務取

扱準則」の規定により、国民年金保険料の納付の有無にかかわらず、国民年金

印紙検認台紙を切り離す際に押印することと定められており、Ａ市においても、

申立期間当時、規定どおりの割印の取扱いが行われていたことが確認できる。 

また、昭和 37年９月 28日付けで発行された申立人の国民年金手帳の申立期

間の「国民年金印紙検認記録」欄には保険料の納付を示す検認印が無い上、申

立人から、申立期間の保険料の納付方法について、国民年金印紙を購入し、国

民年金手帳に貼
は

り付けて納付したという以外に、具体的な供述は得られない。 

さらに、申立期間が 43か月と長期間であるとともに、申立期間のほかにも、

国民年金の強制加入対象期間でありながら未納となっている期間があり、その

妻は、国民年金強制被保険者となるべき期間について納付していないことなど、

夫婦共に納付意識が高かったとは認められない。 



加えて、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）も無い上、申立人に対して、別の国民年金

手帳記号番号が払い出され、保険料が納付されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 960 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 45 年１月から 48 年１月までの期間及び 49 年２月から同年５

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和９年生 

        住    所  ：  

                   

    ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間  ：  ① 昭和 45年１月から 48 年１月まで  

② 昭和 49年２月から同年５月まで 

友人に勧められて昭和 44年ごろに国民年金に加入し、申立期間の保険料

は市役所ですべて納付していたはずである。申立期間の保険料が未納とされ

ていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無い上、申立人は国民年金加入手続等の記憶が定かで

なく、申立期間に係る国民年金保険料は納付書により納付したと供述している

が、Ａ市において納付書による納付方式は昭和 48 年４月からであることが確

認でき、申立人が主張している申立期間①の納付方法とは一致しない。 

また、申立期間に係る国民年金手帳記号番号の払出しについて、昭和 43 年

５月ごろから 49 年６月ごろまでに払い出されたと推定される約５万件の払出

簿の縦覧調査の結果、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出されたことをう

かがわせる記録は見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、社会保険事務所の記録から昭和

52 年９月６日に払い出されていることが確認できることから、そのころに申

立人が国民年金の任意加入手続を行ったと推認され、その時点では、申立期間

①及び②の国民年金保険料は、いずれも時効により納付できない期間である。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 961 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 39 年 10 月から 40 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

        住    所  ：  

 

                   

    ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間  ：  昭和 39年 10月から 40年１月まで 

国民年金については、Ａ町の実家からＢ市に転出する時に、父親から「今

後は自分で納付しなさい。」と言われた記憶がある。その時に国民年金手帳

を預かったかどうかの記憶は定かではないが、同市転入以降は、自分で保険

料を納付していた。  

申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、その父親から｢今後は自分で納付しなさい。｣と言われた時期は、

戸籍の附票でＡ町からＢ市に転居した昭和 37年 10月ごろと確認でき、その際

に手渡されたと思われる（申立人は国民年金手帳の受取の記憶は定かではない

としている。）国民年金手帳に係る記号番号は、36年 10月に婚姻した際の住

所地であるＣ町役場で交付されていることが社会保険事務所の保管する国民

年金手帳記号番号払出簿の保管区分により確認できることから、申立人の当時

の夫が国民年金制度の施行当時に 遡
さかのぼ

り、加入手続及び保険料納付を行ったも

のと推認できる。 

また、申立人は昭和 37 年１月に離婚していることから、36 年 10 月から 37

年３月までの保険料を納付していないが、37 年４月から 39年９月までの保険

料については、申立人の父親及び申立人が保険料を納付していたものと推認で

きる。 

しかしながら、申立人には、申立期間以外にも、平成 20年８月 11日に行わ

れた厚生年金保険の被保険者記録と国民年金の被保険者記録の統合処理によ

り確定した保険料未納期間が存在するが、統合前の国民年金納付記録では、申



立期間を含む昭和 39 年 10 月から 50 年８月までの期間がすべて保険料未納期

間であることが確認でき、申立人は、40 年２月に加入した厚生年金保険の資

格を喪失した同年 10月以降の保険料は納付していないと認めている。 

さらに、昭和 40 年２月からの期間について、申立人はその当時、厚生年金

保険に加入していたという認識は無かったとしているが、その一方で申立期間

と同様に国民年金保険料を納付していたという供述は無く、申立期間を含めて

未納が連続していた状況は、不自然とは言い難い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付した事実を確認できる関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無い上、ほかに申立期間の保険料が納付されてい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 962 

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 39年１月から同年３月までの期間、40年１月から同年３月ま

での期間、41 年１月から同年３月までの期間、42 年１月から同年３月までの

期間及び 43 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 40年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 41年１月から同年３月まで 

             ④ 昭和 42年１月から同年３月まで 

             ⑤ 昭和 43年１月から同年３月まで 

Ａ町でＢ関係の仕事に従事していたが、毎年、１月から３月までの冬期間

は仕事が無く厚生年金保険が切れるので、国民年金に加入していた。 

各申立期間に係る国民年金保険料の納付については、申立期間①は結婚前

なので、私が役場で納付したと記憶しており、結婚後は妻が保険料をまとめ

て町内会の集金人に納付していたはずなので、各申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、各申立期間について、いずれも厚生年金保険から国民年金への切

替手続を行った記憶が無い上、申立人が所持する国民年金手帳には「資格喪失

昭和 37 年６月１日」（平成 19 年 12 月に「資格喪失昭和 38 年４月１日」に訂

正）の後に、資格取得及び資格喪失の年月日の記録が無く、各申立期間におい

て国民年金に加入した形跡が見当たらない。 

また、Ａ町では、各申立期間当時、印紙検認方式による国民年金保険料の収

納が行われていたが、申立人が所持する国民年金手帳には、申立期間①から③

までに係る昭和38年度から40年度までの国民年金印紙検認記録欄に検認印が

無い上、当該期間の印紙検認台紙も切り取られずに残っており、印紙で納付さ



れた形跡が見当たらない。 

さらに、申立期間④及び⑤については、国民年金保険料を一緒に納付してい

たとする申立人の妻の国民年金手帳には、両期間の検認印が確認できるものの、

申立人は、当該期間の保険料納付に必要な昭和 41 年度以降に使用する手帳の

交付をＡ町から受けた記憶が無い上、申立人の妻も、申立人の保険料を一緒に

納付した記憶が無い。 

加えて、申立人が各申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、ほかに申立人に対し別の国民年金

手帳記号番号が払い出されているなどの各申立期間の保険料が納付されたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 963 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から 44年３月まで 

国民年金保険料は、昭和 36年４月から実家に集金に来ていた役場の人に、

その都度納付していた。申立期間は、結婚により住所が変わった時期で、40

年４月以降も引き続き同じ人が集金に来ていた。年金をもらう時に調べても

らったところ、申立期間が未納になっていることを初めて知り、すごく悔し

い思いをした。申立期間当時、主人と私は共に働いていたためお金に不自由

しておらず、税金や保険料を滞納することは一度も無かった。証拠となる資

料は残っていないが、申立期間を納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、自宅に来ていた集金人に国民年金保険料を納付し

ていたと主張しているが、申立人が所持する昭和 45 年４月２日発行の国民年

金手帳には、40年６月の婚姻届に伴う変更後の氏名及び変更後の住所欄に「45

年３月４日変更」と記載されていることが確認でき、婚姻前から自宅に来てい

たとする同じ集金人が、申立人の婚姻届から４年 10 か月もの間、国民年金手

帳の氏名及び住所欄を変更せずに放置していたとは考え難く、申立人の主張は

不自然である。 

また、申立人の国民年金手帳には、申立期間のうちＡ町（現在は、「Ｂ町」）

に在住していた昭和 44 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料を 45 年４

月 15 日に納付したＣ市の検認印が確認でき、Ａ町の集金人に納付したとする

申立人の主張と一致しない。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続は申立人の両親が行ったとして、申

立人自身は関与しておらず、申立期間当時の国民年金手帳を受け取った記憶も

明確でない上、申立期間当時、申立人の夫は国民年金に未加入であったことが



確認できる。 

加えて、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人に対し、別の国民年金手

帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 964 

 

第１  委員会の結論 

申立人の平成５年４月から７年３月までの国民年金保険料については免除

されていたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年４月から７年３月まで 

平成５年４月からＡ学校に通うため、会社を休職した際に会社から免除の

手続を勧められたので、同年４月から６年３月までの免除手続を社会保険事

務所で行った。また、６年４月に同年４月から７年３月までの免除手続を社

会保険事務所で行った。申立期間が未納とされていることに納得できないの

で、免除の事実を認めてほしい。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険庁のオンライン記録から、平成 20年７月 29日に国民年

金の第３号被保険者の資格取得手続を行っており、同日に 20 歳到達月までさ

かのぼって国民年金の被保険者資格を取得したことが確認できることから、申

立期間当時、申立人は国民年金に未加入であり、制度上、申請免除手続を行う

ことはできない。 

また、申立人自身は国民年金の加入手続をした記憶が無い上、申立人が住民

登録していたＢ町（現在は、Ｃ町）、Ｄ市及びＥ市の国民年金加入記録におい

ても、申立人が国民年金に加入した形跡は見当たらない。 

さらに、申立人が所持する年金手帳には、国民年金記号番号及び初めて被保

険者になった日付の記載が無い上、基礎年金番号以外に別の国民年金手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立人は、申立期間に係る免除申請承認通知書を受け取った記憶が

無い上、ほかに申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連資

料（免除申請書本人控等）も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。 



北海道国民年金 事案 965 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年４月から 43年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女     

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月から 43年３月まで 

    昭和 42年４月に、国民年金の加入手続をするためＡ市の出張所へ行っ 

たが、担当職員から「まとめて納付しないと加入できない。」と言われた。 

    このため、再度同出張所へ行き、昭和 42年４月から 43年３月までの保険

料を一括納付しているはずなので、申立期間について納付事実を認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、まとめて納付したとする際の国民年金保険料の納付月数を明確に          

記憶していないなど、保険料の納付に関する具体的な記憶が曖昧
あいまい

である上、申

立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無い。 

   また、申立人は、昭和 42 年４月に国民年金の加入手続に行った際、Ａ市の

出張所の担当職員から「まとめて保険料を納付しないと加入できない。」と言

われたとしているが、申立人は国民年金制度開始前の 36年２月から 42年３月

まで国家公務員共済組合に加入していることが確認でき、その時点では、保険

料を 遡
さかのぼ

って納付する必要、又は前納する必要が無いことから、申立内容に不

自然な点がみられる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 45 年４月ごろに払い出さ

れたことが推認でき、その時点では、申立期間の大半は時効により納付できな

い上、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たら

ない。 



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



北海道厚生年金 事案 846 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年２月１日から 61年２月１日まで 

厚生年金保険の加入期間について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

は、昭和 61 年２月１日から厚生年金保険の適用事業所となっており、申立

期間について加入記録が無いとの回答を得た。 

Ｂ社が親会社でその子会社であるＣ社から独立し、Ａ社として昭和 60 年

１月 24日に会社を設立した。61年２月１日から厚生年金保険の適用事業所

となっているが、60 年２月１日に、事業主である自分が社会保険の加入手

続を行っており、１年間も社会保険に加入していないとは考えられず、申立

期間に病気で入院し健康保険証も使用しているので、申立期間について厚生

年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の健康保険厚生年金保険事業所名簿において、Ａ社の厚生年

金保険の適用年月日は、昭和 61年２月１日と記載されている。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票

において、申立人の記録は、「整理番号＊番、昭和 61 年２月１日資格取得」

と記載されており、申立人を含めた７人が同日に厚生年金保険の被保険者資格

を取得していることが確認できる。 

さらに、当該事業所において厚生年金保険の適用時から加入していた被保険

者７人について、厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間におい

ては、厚生年金保険に加入していることが確認できないとともに、申立人を含

む７人全員が、前事業所を退職後、健康保険の任意継続の手続を行い、健康保

険任意継続被保険者となっていることが確認できる上、申立人を含む複数の者

の同被保険者資格喪失日は昭和 61 年２月１日になっていることが確認できる。 

加えて、社会保険事務所の記録により当該事業所において、厚生年金保険の



適用時に厚生年金保険の被保険者であった者に照会したところ、複数の者が、

「申立期間は厚生年金保険に加入しておらず、給与から保険料も控除されてい

なかった。また、健康保険は任意継続被保険者として自分で保険料を納付して

いた。」と供述している。 

その上、当該事業所は、商業登記簿によると設立年月日が昭和 60年１月 24

日となっていて、申立人の主張する時期と一致しているものの、健康保険厚生

年金保険新規適用事業所通知書、口座振替の記録及び領収済通知書等の資料が

保管されておらず、申立てに係る事実を確認できる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 847 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 33年４月から 35年７月 31日まで 

  ② 昭和 37年２月２日から同年３月 31日まで 

Ａ社Ｂ事業所Ｃ支所には、昭和 33年４月から 37年３月 31日まで勤務し 

ていたが、当該事業所に係る厚生年金保険の被保険者資格取得日は 35 年８

月１日、資格喪失日は 37 年２月２日とされていることから、両申立期間に

おける厚生年金保険の加入記録が無く、私の勤務実績とは相違している。 

       両申立期間においては、間違いなく当該事業所に勤務していたので、両申 

立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 両申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控 

除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、厚生 

年金保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

また、申立人に係る勤務実態及び厚生年金保険の適用について事業主に照 

会したところ、事業主は「確認できる資料が無いため、全く不明である。」

と供述している上、申立期間当時の社会保険事務担当者も既に死亡している

ことから、申立人の両申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の適用につ

いて確認することはできない。 

２ 申立期間①については、同僚の供述及び申立人の申立内容から判断する 

と、入社日は特定できないものの、申立人が申立期間①において、Ａ社Ｂ

事業所Ｃ支所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録により、申立期間①における当該事 

   業所に係る厚生年金保険の被保険者資格取得記録が確認できる第２種被保

険者である同僚 16人のうち所在が特定できた 10人に照会したところ、４人



から回答が得られ、このうち３人が「入社後一定期間は、試用期間が有った。」

と供述していることから、申立期間当時、当該事業所には一定期間の試用期

間が有ったことが推定される。 

また、前述の同僚４人全員について、当該同僚本人が記憶している入社日

と社会保険事務所の記録による当該事業所における厚生年金保険の被保険

者資格取得日とが、最大で 64 か月間相違していることが確認できること、

及びこのうち３人が「試用期間は厚生年金保険には加入しておらず、同期間

に係る厚生年金保険料を給与から控除されていた記憶は無い。」と供述して

いることを併せて判断すると、申立人についても、当該事業所で、入社日か

ら一定期間は厚生年金保険に加入しておらず、厚生年金保険料を給与から控

除されていなかった状況がうかがわれる。 

  ３ 申立期間②については、申立人はＡ社Ｂ事業所Ｃ支所に勤務し、厚生年金

保険に加入していたと主張している。 

しかしながら、前述の同僚４人のうち、社会保険事務所の記録により申立

期間②についても当該事業所に係る厚生年金保険被保険者であることが確

認できる二人に照会した結果においても、申立人が申立期間②において、当

該事業所に勤務していたことを裏付けるような供述を得ることはできなか

った。 

    また、前述の同僚４人全員が「当該事業所における退職日と厚生年金保険

の被保険者資格喪失日とは一致している。」と供述していること、及びこの

うち３人は「当該事業所では、退職日以前に厚生年金保険の被保険者資格を

喪失することは無かった。」と供述していることを併せて判断すると、申立

人についても、当該事業所における退職日と厚生年金保険の被保険者資格喪

失日とは一致しているものと推認することができる。 

４ このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、 

申立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を、

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 848 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 34年３月 10日から 39年４月 25日まで 

申立期間について昭和 39 年６月５日に脱退手当金が支給されたことにな

っている。私は脱退手当金を請求した覚えも無く、また、受け取った記憶も

無い。申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてもらい

たい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には脱退手当金の支

給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金の

支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約１か月後に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはう

かがえない。 

なお、申立期間より前に脱退手当金が未請求の厚生年金保険被保険者期間が

有るが、当該期間について申立人が被保険者期間として知ったのは平成 20 年

１月であると供述しているとともに、申立期間である被保険者期間とは別番号

で管理されていたことから、脱退手当金の計算の基礎とすべき期間から欠落し

たものと考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 849                   

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 20年 12月４日から 27年１月 21日まで 

社会保険事務所で、厚生年金保険の加入期間について照会したところ、申

立期間については、脱退手当金として支給済みとの回答があった。 

私には、脱退手当金を請求した記憶も受給した記憶も無いので、当該期間

を厚生年金保険の年金額に反映する期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者資格喪失日

から約６か月後の昭和 27年７月 16日に支給決定されており、厚生年金保険被

保険者台帳には脱退手当金が支給されたことが記載されているなど一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は通算年金制度創設前であ

る上、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間が無ければ年金は受給できなか

ったことを踏まえると、申立期間の事業所を結婚退職後、再就職する考えが無

かったとする申立人の供述からみて、申立人が脱退手当金を受給することに不

自然さはうかがえない。 

さらに、申立期間に係る事業所では当時における脱退手当金の取扱いについ

て「退職する者には脱退手当金に関する説明を口頭で行っていた。」と回答し

ている。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 850 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年 12月ごろから平成３年９月１日まで 

昭和 58年９月、Ａ社のＢ施設にＣ業務を行う臨時社員として採用され、

３か月程度経過後に正社員となり勤務していたが、社会保険事務所の記録に

よると、平成３年９月１日に厚生年金保険に加入したことになっている。 

厚生年金保険料控除の事実を確認できる資料等は無いが、申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と一緒に勤務していた複数の同僚の供述から判断すると、入社日は特

定できないものの、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたことは認め

られるが、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い上、申立人も、保険料が

給与から控除されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

また、社会保険事務所の記録によると、当該事業所は昭和 63年 12月１日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間の一部は適用事業所に該当

していなかったことが確認でき、厚生年金保険の適用時から加入していた被保

険者について、厚生年金保険の加入記録を確認したところ、適用以前は別の事

業所において厚生年金保険の加入記録が確認できるか、あるいは、厚生年金保

険に加入した形跡は見当たらなく、事業主も、適用以前には国民年金に加入し

ており、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

なお、申立人は一緒に勤務していた同僚の名前に記憶が無く、事業主も所在

が確認できないため、これらの者から申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の

適用についての事実を確認できる供述を得ることはできない。 

さらに、社会保険事務所の記録により、当該事業所において厚生年金保険の

被保険者であったことが確認できた者に照会したところ、｢申立人と一緒に勤



務していた。厚生年金保険の加入について、事業主に要請したが、事業主負担

があるため拒否された。その後、行政機関からの指導で加入することになった

が、加入したのは正社員のみで、申立人を含めた準社員はさらに遅れて加入し

た。加入以前に厚生年金保険料が給与から控除されていたことは無かった。｣

と述べている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 851 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

     

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

  住 所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46年４月ごろから同年 11月ごろまで 

② 昭和 51年 12月ごろから 52年２月１日まで 

厚生年金保険の加入期間について照会申出書を提出したところ、両申立期

間について厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答をもらった。 

申立期間①については、Ａ市にあったＢ社でＣ職として勤務していた。 

申立期間②については、Ｄ社でＣ職として勤務していた。 

厚生年金保険料控除の事実が確認できる資料等は無いが、両申立期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

   （注） 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の厚生年金保険被保険者

記録の訂正を求めて行ったものである。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 両申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人が死亡し

ていることから、一緒に勤務していた同僚の名前、勤務実態及び厚生年金保

険料が給与から控除されていたか否かについては確認できない。 

また、雇用保険の加入記録においても、両申立期間における申立人の記録

は存在しない。 

２ 申立期間①について、社会保険事務所の記録から判明した複数の同僚の供

述から判断すると、申立人が申立期間①においてＢ社（Ａ市）に勤務してい

たことは認められるが、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実までは確認できない。 

また、社会保険事務所の記録によると、当該事業所は厚生年金保険の適用

事業所として確認できない上、事業主も死亡していることから、事業主の息



子の妻に照会したところ「当該事業所は、Ａ市で開業していたが人口減によ

り、昭和 46年 10月にＥ市に移転した。自分はＥ市に移ってから事務を担当

したため、Ａ市でのことは不明であるが、厚生年金保険に加入したのは、同

年 12月からだと思う。」と述べている。 

さらに、社会保険事務所の記録により、当該事業所（Ｅ市）において厚生

年金保険の被保険者であったことが確認できた者に照会したところ「申立人

とは当該事業所（Ａ市）で一緒に勤務しており、Ｅ市へも一緒に異動した。

Ａ市の時は、全員がＦ健康保険組合に加入しており、厚生年金保険には加入

していなかった。」と述べている。 

３ 申立期間②について、申立人と一緒に勤務していた複数の同僚の供述から

判断すると、申立人が申立期間②において継続してＤ社に勤務していたこと

は認められるが、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実までは確認できない。 

また、社会保険事務所の記録によると、当該事業所は昭和 52 年２月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間②は適用事業所に該当

していなかったことが確認できる。 

さらに、社会保険事務所の記録により当該事業所の厚生年金保険適用時か

ら厚生年金保険の被保険者であったことが確認できた者に照会したところ、

「当該事業所は、Ｂ社（Ｅ市）の事業主の息子が独立して昭和 51年 12月に

開業し、申立人を含めた５人が異動してきた。」としており、社会保険事務

所の記録を確認したところ、申立期間②についてはこれら５人全員が厚生年

金保険に加入した形跡は見当たらない。 

なお、前述の５人のうち、申立人を除く４人に照会したところ回答があっ

た二人は、「申立期間について、厚生年金保険料が給与から控除されていた

とは思うが、具体的に記憶しているわけではなく、給与明細書等も無い。」

と述べている。 

加えて、当該事業所の事務担当者に照会したところ、「昭和 51年 12月に

開業したが、厚生年金保険の加入手続は遅れてしまい、52 年２月１日から

の適用になった。同保険の適用以前は、厚生年金保険料を給与から控除して

いない。」と述べている。 

４ このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を

各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 852 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 20年 10月１日から 22 年６月２日まで 

申立期間はＡ市にあったＢ社に勤務し、Ｃ業務に従事していたが、厚生年

金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、申立期間当時、Ａ市に所在するＢ社が、厚

生年金保険の適用事業所であった形跡は無い。 

また、登記簿の記録を調査しても、申立期間当時、当該事業所が申立ての地

域に存在していたことは確認できなかった。 

さらに、申立人が一緒に勤務していたとする同僚二人のうち一人は、申立人

が名字しか記憶していないため個人を特定することができないほか、社会保険

事務所の記録によると、他の一人と氏名が一致する者が厚生年金保険の被保険

者であった形跡は無い上、同人についても個人を特定することができないこと

から、これらの者から当該事業所の状況、申立人の勤務状況等について確認す

ることができず、ほかに申立人が申立期間において当該事業所に勤務していた

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



北海道厚生年金 事案 853 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 44年 12月 21日から 45年４月 16日まで 

             ② 昭和 48年 11月 30日から 49年９月１日まで 

             ③ 昭和 52年 12月 21日から 53年６月６日まで 

             ④ 昭和 54年１月１日から同年３月１日まで 

昭和 43 年９月から 54 年３月までＡ社にＢ職として勤務していたが、各

申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認できない。Ｃ材やＤ材を季

節に関係なく取り扱う仕事であったため、冬期間も給料をもらっており、失

業保険を受給した記憶も無い。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

各申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、Ａ社は平成 18年４月 17日に厚生年金保険

の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主の所在も不明であること

から、申立人の勤務状況及び同保険の適用状況について確認することはできな

かった。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚３人は、社会保

険事務所の記録によると、いずれも、昭和 43 年から 54年までの期間において

当該事業所で厚生年金保険の加入記録が確認できるものの、申立人と同様に、

各年のおおむね 12 月から４月までの冬期間において同保険に加入していない

期間が確認できるとともに、当該３人のうち生存が確認された二人に照会した

ところ、回答があった一人は、「当該事業所では、Ｃ材などを中心に取り扱っ

ていたため、その年によっても異なるが、冬期間に業務が無い場合にはいった

ん退職して失業保険を受給し、春から改めて採用されることが多かった。」と



供述している。さらに、社会保険事務所の記録により、申立期間当時、当該事

業所において申立人と同様に複数の厚生年金保険加入期間が確認できるとと

もに、生存が確認された４人に照会したところ、回答のあった二人のうち一人

は、「当該事業所では、一年中仕事が継続する年もあれば、冬期間に仕事が無

く、失業保険を受給する年もあった。」と供述していることを踏まえると、当

該事業所では、冬期間については仕事の有無に応じてＢ職従事者を雇用してお

り、雇用した場合には厚生年金保険に加入させていたものと考えられる。 

加えて、雇用保険の被保険者記録によると、申立人の当該事業所における雇

用保険の加入期間は厚生年金保険の加入期間とおおむね一致していることが

確認できる上、申立期間③及び④については、それぞれ、厚生年金保険被保険

者資格を喪失した当日又は前日に離職票が交付され、求職者給付の受給手続が

行われたことが確認できるほか、上述の同僚一人及び当該事業所で厚生年金保

険の被保険者であった者二人からも、申立人が各申立期間において当該事業所

に勤務していたことを裏付ける具体的な供述は得られず、ほかに申立人が各申

立期間において当該事業所に勤務していたことをうかがわせる事情は見当た

らない。 

その上、すべての申立期間について、申立人が厚生年金保険料を各事業主に

より給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、す

べての申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として同保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 854 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 47年７月 20日から 53 年 10月 30日まで 

昭和 40年２月から 53年 10月までＡ社（昭和 44年 12月 22日からＢ社）

に継続して勤務しており、申立期間においては同社の事業主であったが、厚

生年金保険の加入記録が確認できない。当時は事業が全盛期で収益も多く、

厚生年金保険料を滞納することは考えられない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、Ｂ社は、申立人が当該事業所における厚生

年金保険被保険者資格を喪失した昭和47年７月20日に同保険の適用事業所に

該当しなくなっている上、社会保険事務所の記録により、当該事業所において

厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる者は、いずれも、同日以前

に被保険者資格を喪失したことが確認できる。 

また、申立人が一緒に勤務していたとする同僚は、社会保険事務所の記録に

よると、当該事業所において昭和 46年 12月５日に厚生年金保険被保険者資格

を喪失しており、申立期間については当該事業所で同保険の被保険者であった

形跡が無い上、同人の所在は不明であることから、同人から申立人の勤務状況

等について確認することができない。 

さらに、社会保険事務所の記録により、当該事業所において厚生年金保険の

被保険者であったことが確認できるとともに生存が確認された者５人に照会

したところ、回答があった４人のうち、当該事業所でＣ部長であったとの供述

が得られた者を含む二人は、いずれも、「当該事業所は、昭和 47 年７月に事

業不振により倒産しており、厚生年金保険被保険者資格はその時点で喪失して



いる。」と供述している上、社会保険事務所の記録によると、当該二人は、い

ずれも、昭和 47年７月 19日に当該事業所における同保険の被保険者資格を喪

失したことが確認できる。その上、登記簿の記録により、当該事業所が、商法

（明治 32年法律第 48号）第 406条の３第１項の規定に基づき、法務局による

休眠会社の整理が行われた結果、昭和 54年 12月３日付けで解散の登記が行わ

れたことが確認できるとともに、当該休眠会社の整理が５年以上登記の無い株

式会社について行われるものであること、及び登記簿の記録で確認できる当該

事業所に係る最後の登記年月日が 46 年２月２日であることを踏まえると、当

該事業所は、申立期間中には既に休眠状態にあったと考えられ、ほかに申立人

が申立期間において当該事業所に勤務していたことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

加えて、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 855 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 42年７月 30日から 43 年１月１日まで 

昭和 26年４月から 43年 12月までＡ社Ｂ事業所に継続して勤務しており、

申立期間については、同事業所が 42 年４月に閉所した後の残務整理に従事

していたが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、Ａ社Ｂ事業所は、申立人が当該事業所にお

ける厚生年金保険被保険者資格を喪失した昭和42年７月30日に同保険の適用

事業所に該当しなくなっている上、申立人が当該事業所で一緒に勤務していた

とする同僚６人のうち、社会保険事務所の記録により、当該事業所において厚

生年金保険の被保険者であったことが確認できる二人は、いずれも同日に被保

険者資格を喪失したことが確認できるとともに、申立期間においては同保険の

被保険者であった形跡が無い。 

また、上述の同僚二人、及び社会保険事務所の記録により、当該事業所にお

いて申立人と同日に厚生年金保険被保険者資格を喪失したことが確認できる

者９人のうち、当該二人以外に生存及び所在が確認できた一人に照会したとこ

ろ、申立人と同様に閉所後の残務整理に従事していたとの供述が得られたもの

の、いずれも、「自分が当該事業所に勤務していたのは昭和 42 年７月末まで

であり、その時点で残務整理は終了した。」と供述している上、当該３人のう

ち、申立人と一緒に勤務していたとの供述が得られた二人は、いずれも、「申

立人が当該事業所に勤務していたのも同年７月までである。」と供述しており、

ほかに申立人が申立期間において当該事業所に勤務していたことをうかがわ



せる事情は見当たらない。 

さらに、社会保険事務所の記録によると、申立人、及び申立人と同日に当該

事業所で厚生年金保険被保険者資格を喪失したことが確認できる上述の９人

のうち申立人が同僚として挙げた一人を含む二人は、いずれも、申立期間につ

いては当該事業所において健康保険の任意継続被保険者であったことが確認

できる。 

加えて、雇用保険の被保険者記録によると、申立人が、当該事業所が閉所し

たと考えられる昭和 42 年４月 16 日に当該事業所を離職したことが確認でき、

同記録において申立人の申立期間における加入記録は存在しない。 

その上、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 856 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 11年生 

        住    所 ：  

                                

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年４月から 36年１月まで 

   大学卒業後、昭和 34年４月にＡ社Ｂ支社に入社し、36年１月まで勤務し

ていた。仕事の内容は、営業をしていた。 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間を照会したところ、申立期間に

ついて厚生年金保険の加入記録が無いとの回答であった。 

申立期間について、厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の従事業務に関する申立内容及び複数の同僚の供述から判断すると、

期間の特定はできないものの、申立人が申立期間中にＡ社Ｂ支社に勤務してい

たことは推認できる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録では、当該事業所は、平成 12 年８月

１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、13年３月 31日

に解散しており、当該事業所の清算人は、「申立期間当時の関係書類が無いた

め、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について、確認できない。」

としていることから、申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用について確認で

きない。 

また、申立人及び複数の同僚が、当該事業所の経理担当者として名前を挙げ

た同僚からは、「私は、当該事業所では、集金業務を担当していた。経理事務

を担当したことは無く、当該事業所における厚生年金保険の取扱いについては、

承知していない。」との供述があり、当時の事務担当者を特定できないことか

ら、申立ての事実を裏付ける資料や供述を得ることができなかった。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚４人のうち、連絡先が確認できた二人は、

いずれも本人が記憶している当該事業所に採用された時期と厚生年金保険に



加入した時期が異なっており、厚生年金保険への加入は、入社後、６か月から

２年後であったと供述しているほか、入社時は申立人と同一職種のＣ職であっ

たとしている同僚一人からは、「Ｃ職を担当していた時は、厚生年金保険料を

控除されておらず、厚生年金保険に加入していなかった。厚生年金保険に加入

したのは、入社してから２年後に業務内容がＣ職からＤ業務に変わってからで

ある。」との供述があった。 

加えて、社会保険事務所の記録から申立期間当時に当該事業所において厚生

年金保険の被保険者として記録が確認できる同僚４人について、本人が記憶し

ている当該事業所に採用された時期と厚生年金保険の被保険者資格取得日と

の関係をみると、これら同僚４人は、いずれも入社当初は、申立人と同じＣ職

であったとしているが、採用時期から資格取得日までは一律ではなく、入社後

５か月から１年５か月後となっており、従業員ごとに異なることが確認できる

上、これら同僚４人のうち、二人からは、「当該事業所では、Ｃ職は、厚生年

金保険料を控除されておらず、厚生年金保険に加入していなかった。厚生年金

保険に加入したのは、支部長になってからである。」との供述があった。 

このことから、当該事業所では、職種、身分等の何らかの基準により、従業

員ごとに厚生年金保険の加入時期について判断し、入社後、一定期間をおいて

厚生年金保険の被保険者資格を取得した旨の届出を行っていたと推測される。 

その上、社会保険事務所が保管する厚生年金保険被保険者名簿には、申立期

間において申立人が厚生年金保険の資格を取得した記録は無く、整理番号に欠

番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

なお、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、保険料が控除されてい

たことに関する具体的な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、  

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


